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背景

我が国の農山漁村には 豊富に存在する

バイオマスについて

・我が国の農山漁村には、豊富に存在する
・再生可能エネルギーのエネルギー源

・温室効果ガスを増加させない、カーボンニュー
トラルなエネルギー源トラルな ネルギ 源

・持続的・循環的な社会形成や地球温暖化防止
に寄与に寄与

・広く・薄く分布広く 薄く分布
・収集・運搬コストが高い
→あまり利用されていない→あまり利用されていない
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背景

農山漁村におけるバイオマス利用

→温室効果ガス削減＆地域振興の期待→温室効果ガス削減＆地域振興の期待

→資源はあるが、うまく利用できていない

バイオ は広く 薄く分布どうすれば・バイオマスは広く・薄く分布
・収集・運搬コストが高い

どうすれば
（地域における）バイオマスの利用促進
→あまり利用されていない。ができるのか？



バイオマスの利用促進に重要な要素

・資源の賦存量は十分か

→需要をみたせるか
→持続的な供給が可能か

・環境への影響はどうか環境 の影響はどうか

→バイオマスを利用することによる環境への影響はあるか

・地域経済への影響はどうか

→バイオマスの利用者や地域に経済的メリットが存在するか
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木質バイオマスのエネルギー利用例

【木質バイオマスの形態】

木炭チップ ペレット薪

ストーブ 木炭（発電）車給湯用ボイラ 木質バイオマス発電

【エネルギーへの変換】
6



木質バイオマスに関する既存研究

• 木質バイオマスの供給量・供給コストに関する木質 供給 供給 関す
研究※1

– チップ ペレットを想定した研究が多い– チップ、ペレットを想定した研究が多い

– 地理情報システム（GIS）を用いた研究が多い

木質バ 評価 究※• 木質バイオマス利用システムの評価研究※2

– 事業の経済性、 CO2削減量での評価が多い事業の経済性、 2削減量での評価 多

大規模事業に関する研究が多い大規模事業に関する研究が多い

※1 佐無田ら(2011)、寺田ら(2010)、山口ら(2010)、Kinoshita et al. (2009)、上村ら(2009)、
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畑中(2008)、佐々木ら(2006a,b)、吉岡・小林(2006)、井内(2004)、前野ら(2002,2003)など。

※2 吉原・土屋(2011)、永野ら(2011)、森本ら(2010)、井内(2006)、八木・中田(2006)など。

木質バイオマスとしての薪利用

木質バイオマスのエネルギー利用は、

大規模なものが注目されがち

歴史的にみて 薪・木炭といった小規模熱利用が原点

大規模なものが注目されがち

歴史的にみて、薪 木炭といった小規模熱利用が原点

地域に根ざしたエネルギー利用形態

→小規模分散的な家庭での薪利用にも着目が必要

・農山村での薪ストーブ利用に関する研究（畑中ら（2012）、安村（2011））

‐利用実態解明とCO2削減量を指標とした評価利用実態解明とCO2削減量を指標とした評価

の3側面から
家庭でのバイオマス利用を

資源 経済環境
家庭でのバイオマス利用を

多角的に評価した研究は見あたらない 8



本研究の目的
「岩手県西和賀町 薪利用 を事例に「岩手県西和賀町の薪利用」を事例に、

資源・環境・経済の面から多角的に影響を評価する

資源資源

資源の利用可能性
の評価の評価

環境
経済

環境地域経済への
影響評価

温室効果ガス排出削減温室効果ガス排出削減
への影響評価 9

西和賀町の概要

• 岩手県の南西に位置
南北約50km 東西約20kmの範囲南北約50km、東西約20kmの範囲

• 2005年11月1日年 月 日
旧湯田町と旧沢内村が合併

盛岡市

• 面積
約59,000ha(うち約9割が森林) 西和賀町

車で約1時間

• 人口約6,600人、約2,300世帯（平
成22年）成22年）

• 農業と観光業が主な産業農業と観光業が主な産業
ＬＡＮＤＳＡＴ/TM, 2000年9月
(USGSからダウンロード)
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西和賀町の概要

農業

温泉 錦秋湖（湯田ダム）

ＬＡＮＤＳＡＴ/TM, 2000年9月
(USGSからダウンロード)
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西和賀町の森林構成・分布

• 森林面積：53,045ha

国有林:民有林 = 3:1

国有林(面積)の内訳

広葉樹：針葉樹 = 2：1広葉樹：針葉樹  2：1

民有林(面積)の内訳民有林(面積)の内訳

広葉樹：針葉樹 = 5.5：4.5

針葉樹の9割は人工のスギ林■スギ
■その他広葉樹

民有林の樹種別分布

出所：森林面積は西和賀町（2011）、民有林の樹種別分布は西和賀町森林簿。
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岩手県西和賀町における薪利用の取組

• 薪利用の現状（西和賀町(2011)）

– 約3割の家庭で薪ストーブを利用。

– 「薪ストーブ利用世界一」を標語として掲げ– 「薪スト ブ利用世界 」を標語として掲げ、
町内世帯の5割での利用を目標

• 薪利用促進に期待される効果薪 期待 効果

– 暖房費節約、温室効果ガス（CO2）の
排出削減など排出削減など
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町内のエネルギー消費での薪の位置づけ
町内合計 430TJ

33% 26%

町内合計：430TJ
←「都道府県別エネルギー消費統

計」の岩手県の値を、既存の統

29%
12%

計」の岩手県の値を、既存の統
計資料をもとに按分して推計（資源

エネルギー庁、2006）。
（124TJ）

製造業・非製造業 商業

○町内で消費されるエネルギーの
29%に相当する124TJが家庭での
消費。

家庭 運輸

• 上記の計算には含まれていないが、西和賀町における

消費。

記 計算 は含まれ な 、西和賀町 おける
薪からのエネルギー供給は22TJ
＝町内のエネルギー消費量合計の5％に相当町内の ネルギ 消費量合計の5％に相当
＝家庭でのエネルギー消費量の17％に相当

※薪からのエネルギー供給量：3 5m3/世帯×617世帯×680kg/m3×14 8MJ/kg※薪からのエネルギ 供給量：3.5m /世帯×617世帯×680kg/m ×14.8MJ/kg

町内の薪利用量 かさ密度 単位発熱量 14



西和賀町における薪のフロー図

森林 薪割り(機) 薪

西和賀町

灰
丸太 家庭・事業所

（含、薪炭共有林）
機

薪割り(機)流木

灰

ダ

薪

農家

家庭 事業所
（薪ストーブ）

薪割り(機)

森林組合

流木ダム 灰農家
（薪ボイラー）

原木

製材
薪割り機

オガ粉製造機

森林組合

端材

灰
薪

公共施設
（薪ストーブ）

加工品
原木

オガ粉製造機
清掃業者

森林

（広葉樹）

森林
（広葉樹林） 湯田ダムでの流木提供

森林組合の薪割り機
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評価手法の概要

③薪の需要量 D(j)
①薪の供給（可能）量 S(i)
②薪の供給コスト P(i)②薪の供給コスト P(i)
森林簿データ 世帯数データ地理情報データ 薪利用実績

供給 需要
○林小班1
○林小班2 ○行政区1

供給 需要
④
薪○林小班2

・・・
・・・

○林小班

○行政区1
○行政区2

・・・
○行政区 j

薪
の
搬
出○林小班 i

・・・
・・・

○行政区 j
・・・

○行政区31

出
量
F(i j)○林小班9889 F(i,j)

線形計画法にて算出ＧＩＳを利用して解析

⑤CO2排出量への影響 ⑥地域経済への影響
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西和賀町を事例とした評価

• 分析の仮定
– 間伐材（スギ）の未利用分を薪として利用

町内 割 世帯（ 世帯）が薪 ブ利用– 町内の5割の世帯（1,237世帯）が薪ストーブ利用
– 町内全体の薪調達費用が最も低くなるように薪を搬出
（最も効率的な調達システム）（最も効率的な調達システム）

・効果の検証

資源
町内のスギ人工林で町内の薪需要を満たす
ことができるか

環境 CO2削減量（灯油と比較）

経済
家庭の暖房費の節約効果（灯油と比較）
地域内の資金循環への影響（灯油と比較）
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評価手法①：薪供給可能量S(i)の推計

• 西和賀町の森林簿データ

– 林(小)班の位置、樹種、材積など

• 薪の供給に関する仮定• 薪の供給に関する仮定

– スギ間伐材の未利用分を薪として利用

– 車両での搬出を想定し、平均傾斜35度以上の
林小班は対象外

S(i) = スギ材積×間伐率×間伐材の未利用率

ただし、 i∈林小班、間伐率=50%、未利用率=73%
出所）間伐率は町農林課へのヒアリング、未利用率は沢内村(2004)。
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評価手法②：薪供給コストP(i)の推計

• 吉岡・小林(2006)の推計方法

– 林内輸送距離L 道路輸送距離L 林小班の平均– 林内輸送距離LSY、道路輸送距離LT、林小班の平均
傾斜角度dから重量当たりのコストPDMを推計

林業用トラクタ利用での間伐材収穫を想定– 林業用トラクタ利用での間伐材収穫を想定

– 重量当たりコストを材積(m3)当たりコストP(i)に換算

PDM(i) = 2.11 LSY (i)+0.068 LT (i)+229e
0.117*d(i)+11408

P(i) = P (i)×0 31221P(i) = PDM(i)×0.31221

• 利用される森林の条件：利用される森林の条件：

①比較的平たんな地形、②道路までの搬出距離が短い、

③集落までの輸送距離が短い
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③集落までの輸送距離が短い。

輸送距離の推計方法
林小班の重心（緑丸）
建物の位置（黄丸）
集落内の建物位置の重心集落内の建物位置の重心
（黄丸+十字）

林小班の重心に最近接と林小班の重心に最近接と
なる道路上の点（青丸）

林小班の重心から道路ま林小班の重心から道路ま
での直線距離（点線）

林小班の重心に最近接と林小班の重心に最近接と
なる道路上の点から集落
の建物位置の重心までの
直線距離（太線）

輸送距離(LSY(i) LT(i))=直線距離×(1+迂回率)

20
※迂回率は杉原・岩川(1960)より林内輸送0.53、道路輸送0.50とした。

輸送距離(LSY(i), LT(i)) 直線距離×(1+迂回率)



林小班の平均傾斜角度dの推計

1 元データは、国土地理院基盤地
1. 10mメッシュ標高データ

1. 元デ タは、国土地理院基盤地
図情報ダウンロードサービス
の、「基盤地図情報(数値標高モ
デデル)」

傾斜角度を計算

2. 傾斜角度の計算

2. ArcGISにより、傾斜角度を計算

傾斜角度 林班 ポ3. 傾斜角度(メッシュ)と、林班のポ
リゴンを利用してArcGISの「ゾー
ン統計」により 各林小班の平

3. 傾斜角度と林小班
の重ね合わせ

ン統計」により、各林小班の平
均傾斜角度d(i)を算出

合わ
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評価手法③：薪需要量D(j)の推計

• 薪需要量は、世帯当たりの薪利用量3.5m3/年薪需要量は、世帯当たりの薪利用量 /年
（西和賀町(2011)）に薪ストーブ利用世帯数を乗
じ 行政区別に推計じ、行政区別に推計

• スギの間伐材の利用を仮定しているため、熱量
を補 す 係数 を 推計を補正する係数（1.2488）を利用し推計

D(j) 薪スト ブ利用世帯数× 3 5× 1 2488D(j) = 薪ストーブ利用世帯数× 3.5× 1.2488

ただし、 j∈行政区
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薪ストーブ利用世帯数の推計

• 町内の50%の世帯（1,237世帯）での薪ストーブ
利用を想定

• 現在の利用世帯数の推計値との差（613世帯）• 現在の利用世帯数の推計値との差（613世帯）
を、各行政区の世帯数に応じて按分

全体 促進が進 想定– 町内全体での利用促進が進むと想定

地区別の薪スト ブ利用世帯数（ 目標達成時）地区別の薪ストーブ利用世帯数（50%目標達成時）

= 現在の薪ストーブ利用世帯数
+ 613×行政区の世帯数÷町内の世帯数
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評価手法④：薪搬出量F(i,j)の推計

• 線形計画法により、町内での薪調達費用
( ΣΣP(i)× F(i j))が最小となるF(i j)を算出(=ΣΣP(i)× F(i,j)) が最小となるF(i,j)を算出

• 以下の費用最小化問題として定式化
i j

費

 jiFiPCMin )(*)(
9889 31


 i j

ts

jiFiPCMin ),()(
1 1

　

   jiFjDjiFiSjiF

ts

0),(),(),(),(),(

..

　　　

※費用最小化問題はGAMS23.9のBDMLPソルバーにより解いた。

j i

※費用最小化問題は の ソル より解 た。
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評価手法⑤：温室効果ガス排出への影響

• 家庭で灯油暖房が使われている状況をベース
ラインとして設定。

薪利用によるCO 排出削減量薪利用によるCO2排出削減量
= 灯油使用削減のCO2排出削減量

―薪輸送に係るCO 排出量

• 薪輸送に係るCO2排出量は重機による林内輸

―薪輸送に係るCO2排出量

薪輸送に係るCO2排出量は重機による林内輸
送距離、トラックによる道路輸送距離の合計。

重機およびトラ クの燃費は改正省エネ法による燃– 重機およびトラックの燃費は改正省エネ法による燃
費基準の値を採用した。
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灯油購入削減量の推計灯 購 減 推

• 薪ストーブの発熱量と同等の発熱量に相当
する灯油購入費が削減されると仮定。

• 薪ストーブと灯油ストーブの熱効率も考慮し、
灯油の購入(削減)量を以下の通りに推計灯油の購入(削減)量を以下の通りに推計。

灯油購入量 =薪需要量×単位当たり発熱量×薪ストーブ熱効率灯油購入量  薪需要量 単位当たり発熱量 薪スト ブ熱効率
÷灯油単位当たり発熱量÷灯油ストーブ熱効率

ただし 薪ストーブ熱効率=0 63 灯油ストーブ熱効率=0 86ただし、薪スト ブ熱効率=0.63、灯油スト ブ熱効率=0.86
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評価手法⑥：地域経済への影響評価

• 家庭への影響

灯油スト ブ利用時と比較して 薪スト ブ利用によ– 灯油ストーブ利用時と比較して、薪ストーブ利用によ
りどれだけ暖房費が削減されるのか？

暖房費削減額= 灯油購入費削減額―薪調達費増加額

• 地域経済全体への影響

– 灯油ストーブ利用時と比較して 薪ストーブ利用によ– 灯油スト ブ利用時と比較して、薪スト ブ利用によ
りどれだけ町内に滞留する資金が増えるのか？
（=どれだけ町外に流出する資金が減るのか？）（=どれだけ町外に流出する資金が減るのか？）

地域経済への影響=
薪利用に係る町内での資金滞留額薪利用に係る町内での資金滞留額

―灯油利用に係る町内での資金滞留額 27

分析結果①：資源利用の可能性

1年後までに利用さ
れる林小班

2～5年後までに利
用される林小班

6～10年後までに
利用される林小班

10年までに利用さ
れない林小班

1/25 000地形図記1/25,000地形図記
載の道路

地区の建物の
重心地重心地
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分析結果②：薪需給の状況と灯油削減量

合計値
1行政区あたり

50%目標達成時の薪需給状況

合計値
最小値 平均値 最大値

供給可能量(m3) 620,198 867 20,006 40,406

町全体 年間 薪需要量は 3

需要量(m3/年) 5,407 22 174 467

• 町全体での年間の薪需要量は5,407m3

– 需要量に対して、十分な供給量がある。

• 町内全体での薪利用による灯油の削減量は、
年 相当942KL/年に相当。

29

分析結果③：温室効果ガス削減効果

薪利用によるCO2排出削減量
灯油使用削減のCO2排出削減量 薪輸送に係るCO2排出量

• 1世帯当たり1.9tCO2/年の削減

=灯油使用削減のCO2排出削減量―薪輸送に係るCO2排出量

1世帯当たり1.9tCO2/年の削減
→一般住宅にオール電化と太陽光発電(3kW)を同時に導
入すると、1.4tCO2/年の排出削減になる(環境省(2010))。

• 町全体で2,345tCO2の削減

2

2

– 灯油使用削減のCO2排出削減量：▲2,346tCO2

– 薪輸送に係るCO2排出量：0.55tCO2薪輸送に係るCO2排出量：0.55tCO2

薪ストーブ利用の促進はCO2排出削減に薪 ト ブ利用の促進は 2排出削減に
プラスの影響を及ぼす。
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分析結果④：地域経済への影響

・薪利用により、町内で942KLの灯油を削減可能。
算・貨幣換算すると、7,913万円（@84円/L）

～1億268万円（@109円/L）

ただ 森林組合などから薪を購 する場合は費 が発生

/

・1世帯当たり6.4万円～8.3万円の削減。

• ただし、森林組合などから薪を購入する場合は費用が発生
仮に現在の価格（※）で評価すると、1世帯当たり6.3万円、
世帯の半分が薪を購入すると7 793万円の支出世帯の半分が薪を購入すると7,793万円の支出

→灯油価格が低いと、暖房費節約にはならない。

薪ストーブ利用促進の
地域経済への影響は小さいのか？地域経済 の影響は小さいのか？

※西和賀町森林組合での広葉樹の薪単価（18,000円/m3）をもとに、熱量を勘案し推計。
31

町内に留まる資金の比較：灯油と薪

灯油 卸売
1 727万円

小売
1 651万円

町外生産
6 475万円1億円 1,727万円 1,651万円6,475万円

輸送 147万円
233万円

薪
1億円

町外生産
1,799万円

町内生産
4,271万円

小売
1,658万円

卸売
2,039万円

233万円

1億円
中間投入
1,149万円

付加価値
3,122万円, ,

町内に留まる資金 町外に流出する資金

灯油1億円分 1,651万円（16.5%） 8,349万円（83.5%）

薪1億円分 7 052万円（70 5%） 2 948万円（29 5%）薪1億円分 7,052万円（70.5%） 2,948万円（29.5%）

32※「平成17年産業連関表」および「平成17年岩手県広域振興圏別産業連関表」の値を利用。



薪利用による地域経済への影響（まとめ）

①家庭では
合計120万円～2 475万円暖

7,913万円～
1億268万円

合計120万円～2,475万円
の暖房費を節約

（率では▲1.5%～▲24.1%）

暖
房
費

7,793万円①町
外
へ （率では 5% %）

②地域経済全体では
5,494万円

流
出

② 域経済 体
3,800万円～4,188万円
の資金循環が増加資 循環 増

（灯油利用に比べ3.2倍～4.2倍）70.5％②1,306万円～
1,694万円

町
内
に

薪

16.5％

に
滞
留

薪ストーブ利用の促進は
灯油
利用

薪
利用

地域経済にプラスの影響
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持続的利用に関する考察

輸送コスト

地区内急傾斜地 ＞ 地区外平坦地地区内急傾斜地 ＞ 地区外平坦地

コスト最小化をふまえ
地区ごとの自給率を計算

町全体 → 十分な供給量町全体 → 十分な供給量

地区ごと → 供給が不足するところがある

■ 0‐25%
■ 25 50%■ 25‐50%
■ 50‐100%
■ 100%‐

町全体での薪供給システムの
構築が必要

10年後の薪の地区内自給率 34

構築が必要



まとめ

資源 薪の供給量は、町全体の需要量（50％目標
達成）を十分に満たしていた資源 達成）を十分に満たしていた。

環境 薪利用で、１世帯当たり1.9tCO2/年、町全体
で2 345tCO2/年の削減効果があったで2,345tCO2/年の削減効果があった。

経済 家庭では暖房費の節約（最大24%）、地域経
済では町内の資金循環が大幅に増加。

持続的な薪利用に関しては、町全体での薪供給持続的な薪利用に関しては、町全体での薪供給
システムが必要となると考えられる。
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今後の課題

・他の事例への適用
木質バイオマス利用量などの需要のデ タが必要‐木質バイオマス利用量などの需要のデータが必要。
‐他の地域との連携による広域利用の可能性等。

・温室効果ガス以外の環境負荷指標
等が注目され おり 今後そ ような指標 も‐PM2.5等が注目されており、今後そのような指標にも

注意が必要。

・モデルの改良
ト ブ 減価償却 成長量等 算入‐ストーブの減価償却、成長量等の算入。
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